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一
　
はじめに
平成二一年一〇月二八日に、千葉景子法務大臣により法制審議会に債権法改正の諮問がなされた
（諮問第八八号）
。
それは、①国民一般に分かりやすいものとすることと、②民法制定以来の社会・経済の変化への対応を図ることという観点から債権関係の規定に関し見直しを求めるものであった。
これを受けて法制審議会に「民法
（債権関係）
部会」が設置され、平成二一年一一月二四日の同部会の第一回会議
五六二
以来、審議が積み重ねられてきている。そして、法制審議会民法
（債権関係）
部会は、平成二三年四月一二日に「民
法
（債権関係）
の改正に関する中間的な論点整理」を決定してパブリックコメントを行い、さらに、平成二五年二月
二六日に「民法
（債権関係）
の改正に関する中間試案」を決定してパブリックコメントを行った。法制審議会民法
（債
権関係）
部会の第七四回会議
（平成二五年七月一六日開催）
において、⒜
 第三ステージでは要綱案の取りまとめを行う
こと、⒝
 その取りまとめは、平成二七年二月頃に法制審議会の答申をすることが可能な時期までに行うこと、⒞
 要
綱案の取りまとめに先立ち 平成二六年七月末までに要綱仮案の取りまとめを行うことが決定されている。
昭和五〇年二月二五日の最高裁判決以
来
）（
（
、判例によって積み重ねられ、労働契約法五条によって明文化された安全
配慮義務が、 うした債権法改正によってどのような影響を受けるか、従来の法理にいかなる変容をもたらすかを検証することとする。なお、 関し、要綱案が出ていない状況下で中間試案と「民法
（債権関係）
の改正に
関する要綱仮案」
（平成二六年八月二六日決定）
を検討の対象とせざるを得ないが、可能な限り現時点での問題点を論ず
ることとする。
二
　
安全配慮義務に関する判例法と労働契約法五条
安全配慮義務は、 最高裁判例によれば以下のように定義されている。 すなわち、 公務員の勤務関係においては、 「国は、
公務員に対し、国が公務遂行のために設置すべき場所、施設もしくは器具等の設置管理又は公務員が国もしくは上司の指示のもとに遂行する の管理にあたって、 公務員の生命及び健康等を危険から保護するよう配慮すべき義務
（以
五六三
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下「安全配慮義務」という。 ）
を負っているものと解すべきである。 」と定義されている
し
）（
（
、民間企業における雇用労働
関係においては、 「使用者は、……労働者が労務提供のため設置する場所、設備もしくは器具等を使用し又は使用者の指示のもとに労務を提供する過程において、労働者の生命及び身体等を危険から保護するよう配慮すべき義務
（以
下「安全配慮義務」という。 ）
を負っているものと解す のが相当である。 」と定義されてい
る
）（
（
。そして、この義務違反
は債務不履行であり、契約責任規範が適用されると解されている
）（
（
。
その結果、以下の判例法が形成されている。㈠
　
消滅時効の期間の点について
判例は、安全配慮義務違反に基づく損害賠償請求権の消滅時効期間を、安全配慮義務違反は債務不履行であるとの
前提に立っ
て
）（
（
、 「会計法三〇条所定の五年と解すべきではなく、民法一六七条一項により一〇年と解すべきである」
としている
）（
（
。
㈡
　
消滅時効の起算点について
判例は、安全配慮義務違反に基づく損害賠償請求権の消滅時効の起算点を、債務不履行に基づく損害賠償請求権の
消滅時効の起算点ととらえ、民法一六六条一項の 権利を行使することができる時」とす
る
）（
（
。そして、 「安全配慮義
務は、特定の法律関係の付随義務として一方が相手方に対して負う信義則上の義務であって、この付随義務の不履行による損害賠償請求権は、付随義務を履行しなかった結果 より積極的に生じた損害につ ての賠償請求権であり、付随義務履行請求権 変形物ないし代替物であるとはいえない」から、安全配慮義 違反 基づく損害賠償債務は、
五六四
安全配慮義務と同一性を有しないと解され
る
）（
（
。従って、安全配慮義務違反による損害賠償請求権は、本来の債務の履
行を請求し得る時から時効が進行するのでな
く
）（
（
、 「損害が発生した時」からその権利を行使することが法律上可能と
なるから、その時から消滅 てい
る
）（（
（
。その上で、 「雇用者の安全配慮義務違反によりじん肺に
罹患したことを理由とする損害賠償請求権の消滅時効は、最終の行政上の決定を受けた時から進行するもの」と解されている
）（（
（
。
㈢
　
立証責任の点について
判例は、安全配慮義務違反に基づく損害賠償請求権の立証責任の点について、安全配慮義務の内容を特定し、かつ、
義務違反に該当する事実を主張・立証す 責任は、損害賠償を請求する原告にあるが、帰責事由の不存在の主張・立証責任は、被告にあるとする
）（（
（
。
㈣
　
遅延損害金の起算点について
判例は、安全配慮義務違反に基づく損害賠償請求権の遅延損害金の起算点を、債務不履行に基づく損害賠償請求権
の遅延損害金の起算点ととらえ、期限の定めのない債務であるから民法四一二条三項により、債務者 債権者から履行の請求を受けた時と解している
）（（
（
。
㈤
　
遺族固有の慰謝料請求について
判例は、安全配慮義務違反に基づく損害賠償請求権の場合、債務不履行に基づく損害賠償請求権であるから、契約
ないしこれに準ずる法律関係の当事者でな 遺族が、契約ないし れに準ずる法律関係上の債務不履行 固有の慰謝料請求権を取得す ものとは解しがたい して、遺族固有の慰謝料請求権を否定している
）（（
（
。
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五六五
㈥
　
履行補助者の行為による責任について
安全配慮義務違反に基づく損害賠償請求権の場合は、債務不履行に基づく損害賠償請求権であるから、履行補助者
の故意・過失は信義則上、債務者自身の故意・過失と同視されることになる。
もっとも、判例は、履行補助者の故意・過失による債務者の安全配慮義務違反の範囲をかなり限定的に解している。
すなわち、国が「自衛隊員を自衛隊車両に公務遂行として乗車させる場合」の国の自衛隊員に対する安全配慮義務の内容は、①「車両の整備を十全ならしめて車両 体から生ずべき危険を防止」すること、②「車両の運転者としてその任に適 る技能を有する者 選任」すること、③「当該車両を運転する上で特に必要な安全上の注意を与えて車両の運行から生ず 危険 防止」することであり、履行補助者に運転者として負うべき道路交通法その他の法令に基づく通常の注意義務違反があったとしても、国の安全配慮義務違反があった することはできないとしている
）（（
（
。
㈦
　
第三者による加害行為の責任
第三者による加害行為のケースで安全配慮義務違反を認めたものとしては、被用者が夜間侵入した強盗に殺害され
た場合に使用者に安全配慮 を認め 事案と、見張りをしていた自衛隊員が不法侵入した過激派 殺害された場合に国に安全配慮義務違反を認めた事案とがある
）（（
（
。
㈧
　
連帯責任について
不法行為の場合には、共同不法行為者に連帯して損害賠償責任を負わせる規定があるが
（民法七一九条）
、安全配慮
義務の場合にも、民法七一九条の類推適用 肯定する見解 下級審では多く出されるに至っている
）（（
（
。
㈨
　
遺族の弁護士費用
五六六
安全配慮義務違反による損害賠償において、遺族が請求する場合には契約関係の当事者でないから、遺族固有の慰
謝料請求の判例法理と同様に考えるなら、その支出した弁護士費用は債務不履行により被った損害ではないとして、弁護士費用の請求は否定されると解される
）（（
（
。
また、平成一九年一二月五日に公布され平成二〇年三月一日に施行された労働契約法五条において、安全配慮義務
が明文化され、 「使 者は、 労働契約に伴い、 労働者が 生命、 身体等の安全を確保しつつ労働することが きるよう、必要な配慮をするものとする。 」 との規定が設けられている。山川教授は、 「同条における 『労働契約に伴い
00
』（傍点筆者）
という表現は、安全配慮義務が労働契約から当然生ずるものであり 契約書や就業規則等における根拠規定を要しないこ を示す趣旨のものである」こと、安全配慮義務の要件事実として 「労働契約の締結 事実 主張立証すれば、その事実により安全 義務の発生も根拠づけられることにな 」こと、同条の安全配慮義務は、 「物理的な事故の防止のみならず、労働者の健康配慮にも及びうるも であり、職業病などの事案では、 『健康配慮義務』という用語が用いられることもある」こと 雇用主以外の者の安全配慮義務に関しては同条の類推適用により解決するこ を指摘される
）（（
（
。
三
　
債権法改正における改正案としての中間試案と要綱仮案
安全配慮義務の義務違反は債務不履行であり、契約責任規範が適用されることから、債務不履行の改正が安全配慮
五六七
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義務の内容に関係することとなる。
中間試案では、債務不履行の免責事由を次のように提案している。
「⑴
　
債務者がその債務の履行をしないときは、債権者は、債務者に対し、その不履行によって生じた損害の賠償を請求することができるものとする。
⑵
　
契約による債務の不履行が、当該契約の趣旨に照らして債務者の責め 帰することのできない事由によるものであるときは、 者は、その不 によって生じた損害を賠償する 任を負わないものとする。
⑶
　
契約以外による債務の不履行が、そ 債務が生じた原因その他の事情に照らして債務者の責めに帰することのできない事由 ものであるときは、債務者は、その不履行によって生じた損害を賠償する 任を負わないものとする。 」
（第
（0、
（）
そして、 「民法
（債権関係）
の改正に関する要綱仮案」では、債務不履行の免責事由を次のように提案している。
「
　
債務者がその債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能であるときは、債権者は、これによっ
て生じた損害の賠償を請求することができる。ただし、その債務の不履行が、契約その他の当該債務の発生原因及び取引上の社会通念に照らして債務者の責めに帰することができない事由によ ものであ ときは、この限りでない。 」（第
（（、
（）
中間試案の補足説明によると、 「債務者の責めに帰すべき事由」を、伝統的通説のように「故意、過失又は信義則
上それと同視すべき事由」と解するのでなく、 「契約の性質、契約を た目的、契約締結に至る経緯、取引通念等契約をめぐる一切の事情から導かれる契約の趣旨に照らして、債務不履行の原因が 者 おいてそのリスクを負担
五六八
すべき立場」にあったと評価できるか否かによって決せられるとして、 「債務者の責めに帰することのできない事由」を「債務者がそのリスクを負担すべ であったと評価できないような事由」を意味すると解してい
る
）（（
（
。帰責事由概念
は維持したものの、その内容に関し、伝統的通説の立場を廃棄し、近時の有力な学説の考え方を採用したものといえる。 「民法
（債権関係）
の改正に関する要綱仮案」の「債務者の責めに帰することができない事由」に関しても、中間
試案の補足説明を修正する説明がなされていない以上、伝統的通説の立場を廃棄していると解され 。
法制審議会の審議が始まる前に存在した民法
（債権法）
改正検討委員会は債務不履行の免責事由として、 「契約にお
いて債務者が引き受けていなかった事由」を提唱し、 「契約のもとで想定されず、かつ、想定されるべきものでもなかった事態から生じるリスクは、当該契約により債務者に分配されていないため、このような損害を債務者に負担させることは契約の拘束力をもっ しては正当化できない」と主張していた
が
）（（
（
、 「債務者の責めに帰することができな
い事由」の概念の内容を「契約において債務者が引き受けていなかった事由」の内容 変更することによって民法（債権法）
改正検討委員会の提案を実現したものといえる。奥田元最高裁判事は、伝統的帰責事由概念を廃棄する民法
（債権法）
改正検討委員会の提案に対し、 「伝統的な思考と法的処理になじんできた者
（私もその一人であるが）
にとっ
ては、いかにも唐突であり、戸惑い 禁 得ない。 」と評されていた
）（（
（
。
また、第一次パブリックコメントで最高裁は、帰責事由概念の廃止ないし変更に関し、 「次のような理由から、債
務不履行の従来の一般原則との整合性を損ない、実務 甚大な混乱を及ぼすおそれがあり、全体として消極あるいは慎重な検討を要するとの意見が多かった。前段
（債務不履行に基づく損害賠償責任の帰責根拠）
については、従来の実務
では、過失責任主義に基づく判断枠組みが定着して るが、これを きく変動 せることは、実務に相当大きな混乱
五六九
安全配慮義務に関する債権法改正について（山田）
が生ずることを避けられず、このような弊害があるにもかかわらず、現時点でこれまでの判断枠組みを改める必要性があるか慎重な検討をすべきである。後段
（ 『債務者の責めに帰すべき事由』の文言）
については、裁判実務においては、
この文言により、事案に応じた適正妥当な帰結を導いてきた。……『契約により引き受けていない事由』を免責事由とする考え方 ついては、これまでの裁判実務の在り方の変更を意図するものではないと説明されるが、法改正により従来の実務に一定の変容が生じるおそ が 」と主張して批判している
）（（
（
。
「債務者の責めに帰すべき事由」を、伝統的通説のように「故意、過失又は信義則上それと同視すべき事由」
（過失
責任主義）
と解するのでなく、 「契約の趣旨に照らして、債務不履行の原因が債務者においてそのリスクを負担すべき
立場」にあったと評価できるか否かによって決せられる概念と解するなら、法制審議会は無過失責任であると 言していないが、契約の趣旨によっては実質的に無過失責任を肯定することに ざるをえないのではなかろう
か
）（（
（
。中間
試案では、 瑕疵担保責任を「目的物 契約 趣旨に適合しない場合の売主 責任」とした上で、 「買主は、 売主に対し、債務不履行の一般原則に従って、その不履行による損害の賠償を請求し、又はその不履行による契約 解除をすることができるものとする。 」としてお
り
）（（
（
、損害賠償責任を肯定するためには「債務者の責めに帰すべき事由」の存在が
必要 なるが、 「債務者の めに帰すべき事由」の中身を過失責任主義か 無過失責任主義に転換することを通じて、「目的物が契約の趣旨に適合しない場合の売主の責任」を、 債務不履行責任とした上で「債務者の責めに帰すべき事由」を用いることを可能としたと解され
る
）（（
（
。要綱仮案も、瑕疵担保責任について、債務不履行による損害賠償の請求及び
解除権の行使を妨げ い ており、中間試案と同様の指摘が可能といえる。
もっとも、安全配慮義務は結果債務でなく手段債務と解されており、無過失責任と扱われるのは結果債務であって、
五七〇
手段債務については過失責任が維持されるから、安全配慮義務に限っていうならば、債権法改正による影響はないとの反論も考えられる。
しかし、そもそも結果債務・手段債務という概念で二分して法的処理を一八〇度変えることについては、以下の批
判がある。すなわち、奥田元最高裁判事は、 「現実の『債務』は、結果債 のように見えるものでも、両債務の性質の混合・融合したものが多く、単純な結果債務だけの場合は稀ではなかろうか。特定物の売買契約 場合でも、目的物の引渡しまでの間の保管については手段債務と考えられるが、この場合の『不履行』は、引渡しという『結果』が実現していないとして、結果債務における『帰責事由』の判断方式に従うのか、 帰責事由』の推定を伴う手段 務の場合の判断方式に従うことになるのか。おそらく後者であろう。 」と指摘していて、結果債務・手段債務で二分する区分論には難点がある
し
）（（
（
、結果債務・手段債務という概念の区分の妥当性には触れないとしても、安全配慮義務に
関し、 「契約の性質、契約をした目的、契約締結 至 経緯、取引通念等 契約をめぐる一切の事情から導かれる契約の趣旨に照らして、債務不履行の原因が債務者 お のリスクを負担すべき立場」にあったと評価できる 否かによって決せられるとした法的枠組みが、従来の判例法を維持する保障はないというべきであろう。
例えば、法制審議会は明言していないが、 「債務者の責めに帰すべき事由」の解釈にお て、 「故意、過失又は信
義則上それと同視すべき事由」 解する伝統的通説の立場を廃棄した以上、判例上確立した履行補助者論
（履行補助
者の
故意過失を信義則上債務者の故意過失と同視する理論）
を放棄することにならざるを得ないのではないかと思われる。
新堂教授も、中間試案において、履行補助者責任に関する規定 設けられなかった は、 「契約 拘束力の観点から、あるいは、契約内容の確定法理の観点から、契約 論を再構築しようとする流れ 乗った結果、規定化がな な
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かったということができる。 」と指摘
し
）（（
（
、履行補助者論を用いた従来の判例の立場とは異なる見解の立法と解されて
いる。
さらに、債務不履行による損害賠償請求権で過失責任主義を廃棄した以上、過失責任主義をとる不法行為による損
害賠償責任との競合を肯定する請求権競合説は維持できなくなり、債務不履行による損害賠償請求権のみが成立するという法条競合説に立 ざるを得なくなるであろう。この点でも、改正後は、不法行為で処理する判例をだすことはできなくなるという影響が実務に生じ ことになる。
とりわけ、中間試案の立場に立つと、契約の解釈の比重が非常に高まるために「契約の趣旨」を強調して熟達した
契約当事者で ければ対応困難な運用がなされ し、 「契約
（合意）
の解釈に過度の負担をかける理論体系
は、その判断の不透明性とそれに対する統御の困難性を不可避的に生み出してしまうのであり それ り、合意からは基礎付けられ得ないような契約内容が─しかも、 「合意」という抗い難い力を振り翳しつつ─融通無碍に導かれることになれば、契約法にお る諸制度をその基盤 ら瓦解させてしまう結果にもなりかねない。
）（（
（
」
という危険性を
も有している。しかし、そ 一方で、契約で債務者がそのリスクを負担する合意をした場合には、契約の趣旨に照らして債務者の責めに帰すること きない事由の判断 総合判断でな れるとはいえ、前記の 意をしたことを規範的に重視し
（合意の効力を奪うためには無効にするための法的根拠が必要である）
、裁判所において債務者はそのリスクを負
担すべき立場にあった の判断がなさ る可能性もある。裁判官 契約の趣旨の解釈のスタンス より両極端に解釈の振り子が振れる可能性があ 要綱仮案は、中間試案で用いられていた「契約の趣旨に照らして を ……及び取引上の社会通念に照らして」に変更しているが、 「民法
（債権関係）
の改正に関する要綱仮案の原案
（その一）
補
五七二
充説明」 〔民法
（債権関係）
部会資料七九─三〕によれば、 「規律の内容を変更する趣旨ではない」としており、中間
試案と同様の指摘があてはまるといえる。
また、 「契約の性質、契約をした目的、契約締結に至る経緯、取引通念等の契約をめぐる一切の事情から導かれる
契約の趣旨に照らして」 、債務不履行の原因が債務者においてそのリスクを負担すべき立場にはなかったと評価できるか否かによって決せられるとなると、契約外の事情も含めて一切の事情を裁判官が判断することに って予測可能性が立たなくなり、債権法が、裁判規範 しての機能は有しても、行為規範としての機能を喪失する可能性があ
る
）（（
（
。
前掲「民法
（債権関係）
の改正に関する要綱仮案の原案
（その一）
補充説明」によれば、 「 『契約の趣旨に照らして』とは、
『契約の内容
（契約書の記載内容等）
のみならず、契約の性質
（有償か無償かを含む。 ）
、当事者が契約をした目的、契約の
締結に至る経緯を始めとする契約をめぐる一切の事情を考慮し、取引通念を 勘案して、評価・認定される契約の趣旨に照らして』という意味であ こと 前提としていたが、素案 『契約及び取引上の社会通念に照らして』もこれと同様である。 」としており、要綱仮案にも中間試案と同様の指摘があてはま といえる。
しかも、 「契約の趣旨」ないしは「契約及び取引上の社会通念」が、 「合意の内容や契約書の記載内容」で決定され
るものでなく、 「契約をめぐる一切の事情に基づき、取引通念を考慮し 評価判断され 」べきも であるとすると、「契約の趣旨」ないしは「契約及び取引上の社会通念」は「合意の内容や契約書の記載内容」に拘束されない概念ということになり、こうした合意内容を上回る規定を合意で覆すのは自己矛盾であるから、 「契約の趣旨」な しは「契約及び取引上の社会通念」が用いられた規定は任意規定ではなく強行規定にならざるをえない で ないかとの危
惧
）（（
（
は残るように思われる。この点 前掲「民法
（債権関係）
の改正に関する要綱仮案の原案
（その一）
補充説明」において、
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「契約及び取引通念に照らして帰責事由の有無が判断されるといっても、例えば、売買契約上の特約において、目的物に特定の瑕疵
（契約不適合）
があった場合には売主の帰責事由の有無を問わずに一定額の損害賠償責任を負う旨が
定められ、現にそのような瑕疵
（契約不適合）
があった場合に、契約及び取引通念に照らして判断した結果、債務者
の帰責事由が否 され損害賠償責任も否定されるといったことは想定されていない……。 『契約及び取引上の社会通念に照らして債務者の責めに帰することができない事由によって生じた債務不履行に基づく損害賠償の責任は負わない』旨の規律は、 その意味で任意規定であり、 その点は現行法と何ら変わらない。 」と指摘されているが、 裁判官の「契約の趣旨」ないし 「契約及び取引上の社会通念」の解釈のスタンスによっては、任意規定でなく強行規定になるとの危惧は否定できないように思われる。
さらに、損害賠償の範囲に関する民法四一六条の中間試案と「民法
（債権関係）
の改正に関する要綱案のたたき台」
で示された素案に関し、法制審議会民法
（債権関係）
部会の潮見佳男幹事が、現民法四一六条に対応する規定を不法
行為に類推適用することが きるかという点 ついて、 「類推適用の基礎に相当因果関係の理論をみるならば、中間試案も素案も損害賠償の範囲 相当因果関係 よって定まるとの考え方を採用していな ため、現行法下での判例法理をそのまま改正法にスライドさせることはできない。 」と指摘されてい
る
）（（
（
。判例実務は、債務不履行のみならず不
法行為にも、 民法四一六条は相当因果関係説を採用していると解して民法四一六条を不法行為に類推適用し きたが、「保護範囲説
（規範の保護目的説、契約利益説ともいわれる）
の立場と親和的な考え方を採用」した中間試案や素案のよう
な損害賠償の範囲の改正がなされるな
ら
）（（
（
、安全配慮義務のような債務不履行において、保護範囲説の立場と親和的な
解釈方法を採る結果、相当因果関係説とは異なる結 が生じることになろう。しかし、 「民法
（債権関係）
の改正に関
五七四
する要綱仮案」では、民法四一六条一項はそのままとし、同条二項を「特別の事情によって生じた損害であっても、当事者がその事情を予見すべきであったとき 、債権者は、その賠償を請求することができる。 」という規定に改正するという立法提案になっているの 、従来の判例実務が採用する相当因果関係説は維持できると考えられる
（この
限りでは、改正の影響は少なくなったといえる）
。
また、時効に関し、中間試案では、以下のように、債権の消滅時効における原則的な時効期間を商事消滅時効
（商
法五二二条）
を参照して短縮を図る甲案と、原則的な時効期間は民法一六七条一項を維持した上で、主観的な時効起
算点から進行する短期消滅時効を設け二重期間とする乙案を提案していた
（第七、二）
。そして、生命・身体の侵害に
よる損害賠償請求権の消滅時効については、それより長期の時効期間を設ける案を提案していた
（第七、五）
。
「
　
（　
債権の消滅時効における原則的な時効期間と起算点
【甲案】
　『権利を行使することができる時』
（民法第一六六条第一項）
という起算点を維持した上で、一〇年間
（同法第
一六七条第一項）
という時効期間を五年間に改めるものとする。
【乙案】
　『権利を行使することができる時』
（民法第一六六条 項）
という起算点から一〇年間
（同法第一六七条第一
項）
という時効期間を維持した上で、 『債権者が債権発生の原因及び債務者を知った時
（債権者が権利を行使することが
できる時より前に債権発生の原因及び債務者を知っていたときは、権利 行使することができる時）
』という起算点から［三年
間／四年間／五年間］という時効期間を新たに設け、いずれかの時効期間が満了し 時に消滅時効が完成するものとする。
）（（
（
」
「
　
（　
生命・身体の侵害による損害賠償請求権の消滅時効
五七五
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生命・身体〔又はこれらに類するもの〕の侵害による損害賠償請求権の消滅時効については、前記
（における債権
の消滅時効における原則的な時効期間に応じて、それよりも長期の時効期間を設けるものとする。
）（（
（
」
そして、時効に関し、 「民法
（債権関係）
の改正に関する要綱仮案」によると、その提案は以下の内容になっている。
「
　
（　
債権の消滅時効における原則的な時効期間と起算点
民法第一六六条第一項及び第一六七条第一項の債権に関する規律を次のように改めるも とする。債権は、次に掲げる場合のいずれかに該当するときは、時効によって消滅する。⑴
　
債権者が権利を行使することができることを知った時から五年間行使しないとき。
⑵
　
権利を行使することができ 時から一〇年間行使しないとき。 」
（第七、一）
「
　
（  生命・身体の侵害による損害賠償請求権の消滅時効
  人の生命又は身体の侵害による損害賠償の請求権について、次のような規律を設けるものとする。
⑴
　
（⑴に規定する時効期間を五年間とする。
⑵
　
（⑵に規定する時効期間を二〇年間とする。
）（（
（
」
（第七、五）
こうした改正が安全配慮義務違反の債務不履行構成による時効メリットを損なわないかが危惧される。とりわけ主
観的な時効起算点から進行する短期消滅時効の運用によってはそうした危惧が現実化するといえる。こうした点に関し、 「民法
（債権関係）
の改正に関する要綱案のたたき台⑷」 〔民法
（債権関係）
部会資料六九Ａ〕では、 「債権者が権
利行使の現実的な可能性を認識しない限り主観的起算点からの短期の時効は進行しないのであって、現状よりも時効期間を単純に短期化するものではない」と指摘し、 「 『権利を行使することができること及び債務者を知った時』とは、
五七六
債務者に対する権利行使が事実上可能な状況のもとにおいて、債権者がその請求が可能な程度にこれらを知った時を意味し、例えば、安全配慮義務違反に基づく損害賠償請求権であれば、一般人ならば安全配慮義務違反に基づく損害賠償請求権を行使し得 と判断するに足りる基礎事実を債権者が現実に認識した時点を指す」と解してこうした危惧に答えている。しかし、こうした解釈を前提としたとしても、主観的な時効起算点から進行する短期消滅時効期間を五年間とし ので、安全配慮義務違反の債務不履行構成による時効メリットを損なうと 批判は否定できないと思われ
る
）（（
（
。また、松本教授が指摘されるように、安全配慮義務違反の債務不履行構成をすることによる時効メリット
を喪失させる改正を行 、 「力の強いものにだけ有利な民法典と っ は 『民法出でて中小滅ぶ』になりかねない」し、 「不法行為と評価されるセクシュアル・ハラスメントやハラスメント 人格 利益の侵害の結果の精神疾患の発生などの健康侵害は『身体の侵害』に含まれるのかという問題が残らないか。端的に『健康』も二〇年間にかかわる被侵害利益に加えるべきである。 」という問題 残されてい といえ
）（（
（
。
四
　
安全配慮義務の明文化
「民法
（債権関係）
の改正に関する中間的な論点整理」では、 「労働契約に関する民事上の基本的なルールが民法と
労働関係法規
（特に労働契約法）
とに分散して置かれている現状に対しては、利便性の観点から問題があるとの指摘が
あり、将来的には民法の雇用に関する規定と労働契約法の関係の在り方が検討課題となり得る」旨が指摘された
が
）（（
（
、
中間試案と要綱仮案では安全配慮義務の明文化は見送られた。
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高橋教授は、労働契約法五条の問題点として、以下の三点を指摘す
る
）（（
（
。すなわち、第一は、判例が、公務員あるい
は被用者の生命及び健康を危険から保護するよう「配慮すべき義務を負う」とされているのに対し、同法五条は、労働者がその生命、 身体等の安全を確保しつつ労働することができるよう、 「必要な配慮をするものとする」としていて、判例から後退した表現となっている。第二は、 同法五条が、 「労働契約に伴い」と明記し、 同法二条が「労働者」を「使用者に使用されて労働し 賃金を支払われる者」 、 「使用者」を「その使用する労働者に対し 賃金を支払う者」であるとしていることからすると 同法五条は直接の雇用契約
（労働契約）
を前提としているが、 判例は、 安全配慮義務を「特
別な社会的接触の関係」に入った当事者が「信義則上負う義務」と表現していて、直接の雇用契約がない場合においても安全配慮義務を認めることができると解している。第三は、 「必要な配慮」に関し、判例法理は、使用者が労務遂行の物的条件の設置・管理や、 務の管理にあたってなすべき配慮であると 当該労務の性質や物的条件の性質と、必要な措置とが内容的に関連することが理解されるが、同法五条では、単に 必要な配慮」と み規定して て何が必要であるか 手掛かりが示されていないし、同法一条 労働者及び使 者の自主的な交渉の下で、労働契約が合意により成立し、又は変更されるという合意の原則」を指導原理としてい ことに照らすと、 「必要な配慮」は当事者の合意によって定めるべきも であるとされているようにも見えるが、安全措置の具体的内容を合意によってめることには困難が ということができ 。
こうして、高橋教授は、労働契約法五条を、以下のような法律と解される。すなわち、 「合意を超えた根拠とより
広い適用領域を持つ判例法上の安全配慮義務に対しては、主要な領域 はあるが、なお論理的に 部分的な領域 扱う法律である。そのために、根拠と定義はなお判例法 こ を求め、より素朴な表現にとどめた で 労働契約締結・
五七八
変更の合意において、判例法の内容を十分に尊重すべきこと
（たとえば、両当事者の合意によって安全配慮義務を排除する
ことは認められない等）
を定めたものである」とされる
）（（
（
。
そして、労働契約法五条に関し、 「立法当初から類推適用を予定することは必ずしも最善のあり方とはいえず、し
たがって同条に負担をかけな ためにも、判例法の内容をより明確に反映した規定を民法に設けることが適切であると考える。 」と結論づけられている
）（（
（
。
また、毛塚教授も、信義則に基づく付随義務に関し、契約に関する基本原則として付随義務及び保護義務が、中間
試案では置かれているが、雇用関係の特性を考慮し、雇用のところに判例上確立している安全配慮義務を置くべき主張されている
）（（
（
。
判例法理により確立した安全配慮義務は、労働契約法五条 収束されない規範を有していることから、高橋教授や
毛塚教授が指摘されるように、民法に規定を置く必要 はあるといえよう。
もっとも、安全配慮義務は信義則に基づく であり、 「当事者の合意を超えた公序に基づくものであることを意
味する」規定であっ
て
）（（
（
、 「特別な社会的接触の関係」に入った当事者間で適用される規定であることに鑑みると、雇
用ないし労働契約関係のみならず、自衛隊その他の公務員関係、国公立学校の在学関係や私立学校の在学契約、宿泊契約、各種施設の利用契約、旅行契約 旅客運送契約、売買契約、請負契約、医療契約、賃貸借契約、出演契約などで問題となりうる義務であり、 「第八節
　
雇用」に規定を置くのでなく、債権総論ないし契約総論に規定を置くのが
適切 はないかと考え 。
五七九
安全配慮義務に関する債権法改正について（山田）
五
　
終わりに
昭和五〇年二月二五日の最高裁判決以来、判例によって積み重ねられた安全配慮義務法理は、労働契約法五条の立
法を生み出し、また、不法行為法の分野においても、不作為による不法行為責任を肯定するに際し、作為義務の内容として安全配慮義務を措定することによってその責任を肯定する役割を担
い
）（（
（
、さらに、契約責任と不法行為責任の請
求権競合問題にも連なるな
ど
）（（
（
、多大な影響を与える法理となっている。現在、債権法の改正に向けて法制審議会の審
議が進んでいるが、損害賠償における過失責任主義や履行補助者論の放
棄
）（（
（
、消滅時効の期間及び起算点の改正が安全
配慮義務に与える影響は大きいというべく、慎重な対応をすべきであるし、また、拙速な改正により民法への安全配慮義務の明文化を見送 対応はすべきでないと考える
）（（
（
。
（
（）最判昭和五〇年二月二五日民集二九巻二号一四三頁。
（
（）前掲注 （
（） 最判昭和五〇年二月二五日。この判決は、最高裁が初めて安全配慮義務の存在を認めたものである。なお、ド
イツ民法典は、雇用契約に関して雇主の安全配慮義務（
F
ürsorgepflicht ）を明文で規定している（六一七条〜六一九条） 。六
一七条は、労務給付義務者を「家庭協同体」 （
häusliche G
em
einschaft ）内に受け入れている場合に生じた疾病に対しては、
原則として六週間まで看護し医療行為を受けさせなければならないと規定する。六一八条は、一項で、労務給付義務者の生命及び健康を危険から保護する労務給付権利者の義務を定め（労務給付権利者は、労務給付の性質上許す限りにおいて、生命及び健康の危険から 保護するために、労務の遂行に供すべき場所 設備又は器具を取り付け、及び維持し、かつ、自己の命令又は指揮の下になすべき労務給付を規律しなければ らない） 、二項で、労務給付義務者を「家庭協同
五八〇
体」内に受け入れている場合に、居室・寝室、食事、労働時間及び休憩時間に関する労務給付権利者の配慮義務を定め、三項で、労務給付権利者の安全配慮義務違反による損害賠償義務に関し不法行為法を準用することを定めている。六一九条は、前二条があらかじめ契約により排除、制限できない強行規定であることを規定している。六一八条は、雇用契約のみならず、他人の下で労務を給付する請負契約（
B
G
H
Z
 （, （（ ）や委任契約（
B
G
H
Z
 （（, （（（ ）などにも類推適用される。また、フランス
では、安全義務（
O
bligation de sécurité ）は、一九一一年の破棄院の判決で旅客運送契約の場合に認められるにいたり（
C
iv. 
（（ nov. （（（（ 〔
D
alloz （（（（. （. （（（, note Sarrut; Sirey （（（（. （. （（, note L
yon–C
aen 〕 ） 、賃貸借契約、使用貸借契約、寄託契約、
売買契約、無名契約など多くの契約に拡張されるに至っている。こうして フランスの判例は、 「契約当事者がおそらくに含めることを考えてい かった安全義務を契約に入れさせるために、契約の範囲をためらうことなく打ち破り、契約責任の領域を著しく広げてきた」
H
., L
. et J. M
azeaud, L
eçons de droit civil, T
om
e deuxièm
e, C
inquièm
e édition, （（（（, n°
（0（ ）
とされる。
（
（）最判昭和五九年四月一〇日民集三八巻六号五五七頁。
（
（）前掲注 （
（） 最判昭和五〇年二月二五日、及び、最判昭和五五年一二月一八日民集三四巻七号八八八頁参照。
（
（）柴田保幸・最判解説民事篇昭和五〇年度八事件評釈七二頁（法曹会、昭五四） 。なお、安全配慮義務違反は不法行為であるとの前提に立つ見解も有力に主張されており、円谷峻「製造物責任と安全配慮義務」
L
aw
 School 二七号三五頁（昭五五） 、
高橋真「判批」香川三巻二号一三〇頁（昭五八） 、新美育文「 『安全配慮義務』の存在意義」ジュリ八二三号一〇四頁（昭五九）などがある。
（
（）前掲注 （
（） 最判昭和五〇年二月二五日。
（
（）最判平成六年二月二二日民集四八巻二号四 一頁。
（
（）最判平成六年二月 二日労判六四六号一 頁、福岡地飯塚支判平成七年七月 〇日判時一五四三号三頁、仙台地判平成八年三月二二日判時一五六五号二〇頁。
（
（）債務不履行に基づく損害賠償債務は本来の債務と同一性を有し、その消滅時効は本来の債務の履行を請求し得る時から進行すると解されている（大判昭和一八年六月一五日法学 巻二六五頁、最判昭和三五年一一月一日民集一四巻一三号二七八一頁） 。かつては、安全配慮義務違反による損害賠償債務についても この「債 の同 性」論を用い べきとされていた。
五八一
安全配慮義務に関する債権法改正について（山田）
（
（0）前掲注 （
（） 最判平成六年二月二二日。
（
（（）前掲注 （
（） 最判平成六年二月 二日。なお、雇用者の安全配慮義務違反によりじん肺に罹患し、じん肺によって死亡した
場合の損害については、死亡の時から損害賠償請求権の消滅時効が進行するとされる（最判平成一六年四月二七日判時一八六〇号一五二頁） 。じん肺の病状の特質（①じん肺は肺内の粉じんの量に対応して進行するという特異な進行性の疾患であること、②じん肺の進行の有無、程度、速度も、患者によって多様であること、③その病状が今後どの程度まで進行する かはもとより、進行しているのか、固定しているのかすらも、現在 医学では確定できないこと）に鑑みると、管理二、管理三、管理四の各行政上の決定に相当する病状に基づく各損害には、質的に異なるもの あるといわざるを得ず、最初の軽い行政上の決定を受けた時点で、その後 重い決定 相当す 病状 基づく損害を含む全損害が発生していたとみ ことは、じん肺という疾病の実態に反し妥当でないことから、最終 行政上の決定を受けた時から時効が進行するとの見解を採用したと解される（倉吉敬「判解」曹時四八巻一二号一八五頁以下〔法曹会、平八〕 ） 。
（
（（）最判昭和五六年二月一六日民集三五巻一号五六頁。ところで、一般の債務不履行では、債務内容が当事者の合意等により明確なため、債務内容を特定し 債務不履行 事実を主張・立証することは それほど困難 はない。しかし、安全配慮義務においては、その具体的な内容は、公務員の勤務関係に関し、 「公務員 職種、地位及び安全配慮義務が問題 な 当該具体的状況等によって異なる」とされたり（前掲注 （
（） 最判昭和五〇年二月二五日） 、あるいは、民間企業における雇用労働関
係に関し、 「労働者の職種、労務内容、労務提供場所等安全配慮義務が問題となる当該具体的状況等によって異なる」とされるため（前掲注 （
（） 最判昭和五九年四月一〇日） 、安全配慮義務の内容を特定し、その義務違反の事実を主張・立証すること
は、その実質において、不法行為における「過失」の立証をすることと、ほとんど異ならないともいえる（こうした指摘をするものとして、船越隆司「判批」判時一〇八二号一七四頁〔判評二九五号二八頁〕 ） 。
（
（（）前掲注 （
（） 最判昭和五五年一二月一八日。この点については、学説の反対が多い。例えば、大嶋芳樹＝西村孝一「安全配
慮義務と交通事故」不法行為法研究会編 交通事故民事裁 例集創刊一〇周年記念論文集『交通事故賠償 現状と課題』一五〇頁（ぎょうせい、昭五四） 野村豊弘「判批」ジュリ七四三号 昭和 五年度重判解説）九一頁（昭五六） 、中井美雄「判批」民商八五巻二号一四五頁（昭五六） 、岩村正彦「判研」ジュリ七七五号一四七頁（昭五七） 下森定「安全配慮義務をめぐる解釈論上の諸問題」法セ三 一号一一五頁（昭五八） 、 田邦彦「判研」法協一〇〇巻 号二四九頁（昭五八） 前田
五八二
達明『口述債権総論』九二頁（成文堂、第三版、平五） 、宮本健蔵『安全配慮義務と契約責任の拡張』二一一頁（信山社、平五） 、白羽祐三『安全配慮義務法理とその背景』二四八頁（中央大学出版部、平六）等。野村教授が指摘されるように、 「遅延損害金の始期の問題は、逸失利益の算定にあたって、いつから中間利息を控除するかということと密接に関連している」というべきであり、 「事故の日以降の中間利息を控除する代りに事故の日以降の遅延損害金を生ずるというのは一応つじつまがあっているように思われる。ところが、一方では、事故の日から中間利息を控除し、他方では、催告のあるまで遅延損害金を生じないとする は、被害者にとって酷ではないだろうか。 」という点（野村・前掲九一頁） 、及び、 「契約の中における不法行為」 （白羽・前掲三一八頁）としての安全配慮義務違反の特質に鑑みるならば、安全配慮義務違反に基づく損害賠償請求権の遅延損害金の起算点も、不法行為 同じく事故発生時と解すべきと考える。
（
（（）前掲注 （
（） 最判昭和五五年一二月一八日。
これに対し、安全配慮義務違反の場合にも遺族固有の慰謝料請求権を肯定する説も有力である。こうした説として、以下
のような説が主張されている。すなわち ⒜
 民法七一一条類推適用説に立つものとして、中井・前掲注 （
（（） 一四七頁、富井
利安「判批」判時一〇〇七号一七三頁（判評二七一号二七頁〔昭五六〕 ） 、岩村・前掲注 （
（（） 一四八頁、岡村親宜「使用者・
事業主の民事責任」日本労働法学会編『現代労働法講座第一二巻
　
労働災害・安全衛生』三〇九頁（総合労働研究所、昭五
八） 、古賀哲夫「判批」法時五五巻八号一四九頁（日本評論社、昭五八） 、藤岡康宏「安全配慮義務 関する規範適用について」民研三一八号二六頁〔昭五八〕 、柳澤秀吉「債務不履行における慰謝料の請求」中川淳先生還暦祝賀論集『民事責任の現代的課題』二一四頁、白羽・前掲注 （
（（） 二五二頁、半田吉信「契約責任と不法行為責任の交錯」奥田昌道先生還暦記念『民
事法理論の諸問題上巻』四〇四頁（成文堂、平五）などがあり また、⒝
 民法四一五条の「債権者」の範囲に遺族も含まれ
るとし、遺族固有の慰謝料は債務不履行と相当因果関係 あ 損害として民法四一六条により請求し得るとする説に立つものとして、西村健一郎「判研」労 三七一号 二頁、吉田・前掲注 （
（（） 二五一頁、飯原一乗「不法行為責任と安全配慮義務
違反に基づく損害賠償責任との関係」下森定編『安全配慮義務法理の形成と展開』一〇〇頁（日本評論社、昭六三）などがあり、さらに、⒞
 第三者のための保護効を伴う契約の援用により遺族固有の慰謝料請求権を肯定する説に立つものとして、
下森・前掲注 （
（（） 一一五頁、宮本・前掲注 （
（（） 二一〇頁、前田・前掲注 （
（（） 一六八頁、小野秀誠『債権総論』一六二頁以下
（信山社、平二五）などがある。
五八三
安全配慮義務に関する債権法改正について（山田）
後述する遺族の弁護士費用に関しては、後掲注 （
（（） のように下級審の主流は安全配慮義務違反でその請求を肯定している。
最高裁が遺族の弁護士費用を安全配慮義務違反で肯定するなら、前掲注 （
（） 最判昭和五五年一二月一八日は見直さざるをえ
なくなるということができよう。
（
（（）最判昭和五八年五月二七日民集三七巻四号四七七頁。同旨のものとして、 最判昭和五八年一二月六日訟月三〇巻六号九三〇
 
頁参照。なお、最判昭和五八年一二月九日裁判集民一四〇号六四二頁も、 「国は、自衛隊員を公務の遂行として自衛隊機に搭乗させる場合には 右自衛隊員に対する安全配慮義務として、構造上の欠陥のない航空機を航空の用に供し、かつ、その整備を十全にして航空機自体から生ずべき危険を防止すると もに 航空機 操縦士としてその任に適する技能を有する者を選任配置し、かつ、適切な航空交通管制の実施等につき配慮して航空機の運航から生ずる危険を防止すべき義務を負うが、操縦者において航空法その他の法令等に基づき当然に負うべきものとされる通常 操縦上の注意義務及び国において前示の人的・物的諸条件の整備とは無関係に搭乗員を安全に輸送すべきもの する所論の義務は、右安全配慮義務 含まれるものではない」として る。
これらの判決の立場に立つと、 「運送会社の上司が運転訓練のため部下の運転者を自動車に同乗させ、事故を惹き起こし
ても、会社には安全配慮義務違反の責任は生じな ことになるものと思われる。 」 （淡路剛久「自衛隊事故と安全配慮義務」判タ五二二号一一四頁〔昭五九〕 ）となり、 「 『国家無責任』領域を創設しただけでなく、 『私企業無責任』分野をも追加ことになる」との批判がある（白羽・前掲注 （
（（） 二八七頁以下） 。また、 「 『通常の注意義務』につき、債務者自身が履行過程
で義務に違反すれば責任を負うの 、履行補助者を使用した場合 は常に免責されること なり、そ 不都合 明 かであろう」 （国井和郎「判批」 『民法判例百選Ⅱ
　
債権（第五版
　
新法対応補正版） 』別冊ジュリ一七六号一七頁〔有斐閣、平一
七〕 ）との批 や、不法行為訴訟で争ったなら 国はその責任を免れえなかった事例であるから「市民法レベルでの付随的意義務違反を理由 する国の債務不履行責任 ＝広義の安全配慮義務違反）が競合的 認められる余地があった」との批判がある（下森定「判 」ジュリ八一五号〔昭和五八年度重判解説〕八二頁〔昭五九〕 ） 。加害被用者に道路交通法そ 他 法令に基づき当然負 べきものとされる通常の注意義務違反があ であっても、安全配慮義務違反を肯定すべきであろう。学説も、こうした見解が多い（富井・前掲注 （
（（） 判評二七一号二七頁、岩村正彦「判研」ジュリ七八五号一三八頁以下〔昭
五八〕 、下森・前掲「判批」八二頁、淡路・前掲「判批」一一六頁 和田肇「雇傭 安全配慮義務」下森定編『安全配慮義務
五八四
法理の形成と展開』一五三頁〔日本評論社、昭六三〕 、潮見佳男「安全配慮義務の縮減理論（要件論） 」民商一〇一巻六号一四頁〔平二〕 、奥田昌道「安全配慮義務」石田喜久夫・西原道雄・高木多喜男先生還暦記念 文集中巻『損害賠償法の課題と展望』三七頁以下〔日本評論社、平二〕 、宮本・前掲注 （
（（） 二〇六頁、国井・前掲「判批」一七頁、小野・前掲注 （
（（） 一六一
頁以下、古積健三郎「安全配慮義務の意義・法的性質」法教四〇三号一二九頁〔平二六〕など） 。
（
（（）前者につき、前掲注 （
（） 最判昭和五九年四月一〇日、後者につき、最判昭和六一年一二月一九日判時一二二四号一三頁が
ある。なお、こうしたケースに関しては、不法行為による処理が困難であり、安全配慮義務構成で ければ救済できないとする見解があるが（和田・前掲注 （
（（） 一五五頁以下、奥田昌道「契約責任と不法行為責任との関係（契約法規範と不法行為
法規範の関係）─特に安全配慮義務の法的性質に関連して─」司研八五号一八頁〔平三〕 、国井和郎「安全配慮義務」法教一九三号三四頁〔平八〕 、内田貴『民法Ⅲ
　
債権総論・担保物権』一三六頁〔東京大学出版会、第三版、平一七〕 、小野・前掲
注 （
（（） 一六四頁） 、こうしたケースに関しても、不法行為による処理が可能であるとすべきである（新美育文「安全配慮義務
（
（） ・完」法教一二五号六〇頁以下〔平三〕 、下森定「国の安全配慮義務」下森定編『安全配慮義務法理の形成と展開』二五
五頁〔日本評論社、昭六三〕 ） 。例えば、第三者 よる加害行為 類型として、いじめにより自殺した子供の親、ないし、いじめにより負傷した子供が、学校（私立学校の場合）に使用者責任（民法七一五条）を追及した 、地方自治体（公立学校）ないし国（国立学校）に国賠法一条によ 責任を追及する場合があるが、こうした追及を否定するのは不当というべきである。判例も、こうした場合 の責任追及 認めている（浦和地判昭和六〇年四月二二日判時 一五九号六八頁、福島地いわき支判平成二年一二月二六日判時一三七二号二 、東京地判平成三年三月二七日判時一三七八号二六頁、東京高判平成六年五月二〇日判時一四九五号四二頁、東京高判平成一四年一月三一日 時一七 三号三頁、前橋地判平成二六年三月一四日判時二二二六号四九頁） 。 「不 行為上の一般的注意義務といえども、濃淡様々の関係にある者の間における注意義務を想定するものであり そこには安全配慮義務が認められるような『特別 社会的接触』が存在する場合も含まれ、その濃淡に応じた内容・程度の注意義務が社会通念によって設定さ はずであ 。 」 （新美育文「判批」下森定編『安全配慮義務法理の形成と展開』三五八頁〔日本評論 、昭六三〕 ） 。従って 第 者によ 加害行為の場合、安全配慮義務（債務不履行）のみならず不法行為であって 救済することはでき と考える。
（
（（）安全配慮義務違反の場合にも、民法七一九条一項の類推適用を肯定する判例として、東京地判平成二年三月二七日判時一
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三四二号一六頁、東京高判平成四年七月一七日判時一四二九号二二頁、千葉地判平成五年八月九日判タ八二六号一二五頁、長崎地判平成六年一二月一三日判時一五二七号二一頁、福岡地飯塚支判平成七年七月二〇日判時一五四三号三頁、仙台地判平成八年三月二二日判時一五六五号二〇頁、福岡高判平成八年七月三一日 時一五八五号三頁、長崎地判平成一〇年一 月二五日判時一六九七号三 浦和地熊谷支判平成一 年四月二七日判時一六九四号 四頁、札幌地判平成一一年五月二八日判時一七〇三号 頁、福岡高判平成 年七月 九日判時一七八五号八九頁、東京高判平成一三年一〇月二三日判時一七六八号一三八頁があり、民法七一九条の準用を肯定する学説として、鳩山秀夫『増訂 本債権法各論下巻』八四五頁（岩波書店、大一三） 、前田達明「債務不履行責任の構造」判タ六〇 頁（昭六一）がある。
（
（（）山形地判昭和五二年三月三〇日判時八七三号八三頁、東京高判昭和五五年二月二七日判時九六一号八〇頁、神戸地尼崎支判昭和五六年一〇月三〇日判時一〇 三号三頁、宮崎地判昭和五七年三月三〇日判時 〇六 号九七頁、大阪高判昭和六年三月三一日判タ六五六号一七〇頁 京都地判平成五年三月一九日判自一一五号三九頁。なお、医療過誤訴訟においても、同様の判決がある。例えば、名古屋地判昭和四九 四月四日判時 八四号九二頁など。
ところで、判例の中には、安全配慮義務違反に基づく損害賠償請求権の場合についても、不法行為に基づく損害賠償請求
権の場合と同様に遺族の弁護士費用を請求できるとしたものも多くある（東京地判昭和 年六月一五日判時八六二号一〇頁、東京地判昭和五二年 一月二九日判時八九六号 頁、東京地判昭和 四年九月二八日判時九四九号 八頁、東京地判昭和五五年五月一四日 時九七 号七五頁 東京地判昭和五六年五月 八 タ 四 二頁 東京地判昭和五七年三月二九日判時一〇五三号一二 頁、東京地 昭和五 年三月二九日 時 〇 四号 〇 東京 昭和 七年一〇月一二日判タ四八〇号九五頁、東京高判昭和五七年 月二三日判時一〇 〇号二九頁、千葉地佐倉支判昭和五八年二月四時一〇八二号一一四頁、水戸地判昭和五八年一 月二〇日判時一 二 八 岐阜 一一二六号 〇頁、東京地判昭和五九年六月二六日判時 一 三号 四頁、東京高 昭和 九年七月一九日判時一 二一号三三頁、福島地郡山支判昭和五 年七月一九日 時 一三五号 六 、福井地判昭和 〇年四月二六日判時一一六九号一一七頁、長野地判昭和六一年 月三〇日労 七二号六 頁 長野地上田支 昭和 年三月七日労判四七六号五 頁、東京地判平成二年六月二五日判時一三六六号七二頁、東京地判平成四年四 二八 三 四八頁、津 成 年 月四日 タ八〇二号一三〇頁、大阪地 平成 年一月二八日 タ八 七 頁、神戸地判平成六 〇月一八日 八
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〇号二四一頁、岡山地判平成六年一二月二〇日労判六七二号四二頁、東京地判平成七年九月二七日判時一五六四号三四頁、大阪地判平成九年五月一二日判時一六二六号一〇二頁、岡山地倉敷支判平成一〇年二月二三日労判七三三号一三頁、東京地判平成一〇年三月一九日判時一六四一号五四頁、大阪高 平成一〇年八月二七日判時一六八五号四一頁、東京高判平成一一年七月二八日判時一七〇二号八八頁、東京高判平成一三年一〇月二三日判時一七六八号一三八頁、名古屋地判平成 四年九月一三日判時一八一四号 一一頁、大分地判平成 八年六月一五日労判九二一号二一頁、大阪高判平成一九年一月二三日判時一九八〇号八四頁、大阪高判平成二〇年三月二七日判時二〇二〇号七四頁、横浜地横須賀支 二一年七月六 二〇六三号七五頁、大阪地 平成二三年三月三〇日判時二 三三号四一頁、札幌高判平成二五年一一月二一日判時二 一二号四三頁など） 。
しかし、前掲注 （
（） 最判昭和五五年一二月一八日が、被害者の父母につき、 「雇傭契約ないしこれに準ずる法律関係の当
事者でない」から、 「雇傭契約ないしこれに準ずる法律関係上の債務不履行により固有の慰藉料請求権を取得するものとは解しがたい」としていることからすると、遺族の弁護士費用についても、最高裁は、 「雇傭契約ないしこれに準ずる法律関係の当事者でな から認められないと解する可能性がある。また、学説においても、遺族固有の慰謝料請求を否定しながら、弁護士費用について遺族 の請求を肯定 のは矛盾す との指摘がなされている（大嶋＝西村・前掲注 （
（（） 一四九頁、
飯原・前掲注 （
（（） 一〇〇頁、さらに、下森・前掲注 （
（（） 一一五頁は、遺族固有の慰謝料請求を「雇傭契約ないしこれに準ず
る法律関係の当事者でない」として否定した問題が、弁護士費用、葬祭費、扶養利益の喪失についても生じうるとする） 。葬儀費用に関し、安全配慮義務違反に基づく遺族の損害賠償請求権においては請求できないとしたものとして 東京 判昭和五七年三月二九日判時一〇五三号一二三頁、東京地判昭和五八年三月 五日判時一 八五号六七頁 前掲津地 四年九月二四日がある。なお、遺族 は く労働者が 使用者の安全配慮義務違反を理由とする債務不履行に基づく損害賠償を請求する場合には、弁護士費用の請求を最高裁は肯定している（最判平成 年二月二四日 時二 四四号八九頁） 。
（
（（）山川隆一「労働災害訴訟における安全配慮義務をめぐる要件事実」慶應法学一九号二六九・二七一・二七二頁（平二三） 。同様に、労働契約法五条の類推により、元請企業が下請企業の従業員に対し安全配慮義務を負ったり 労働契約とはいえない労務供給契約のもとでも安全配慮義務の発生が認められると解 、また 「本条のいう『生命、身体等の安全』についての配慮には、健康についての配慮も含まれる」と解するもの 、荒木尚志＝菅野和夫＝山川隆 『詳説
　
労働契約法』
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八三・八四頁（弘文堂、平二〇）参照。なお、労働契約法の施行に際し厚生労働省労働基準局長から都道府県労働局長宛てに出された通達（基発第〇一二三 〇四号）では 「
（　
労働者の安全への配慮（法第五条関係） 」に「ウ
　
法第五条の『生
命、身体等の安全』には、心身の健康も含まれるものであること」と明示されている。
（
（0）商事法務編『民法（債権関係）の改正に関する中間試案の補足説明』一一二頁以下（平二五） 。なお、内田貴「債権法改正と民法（債権法）の学習─中間試案の概要─」阪法六三巻二号四六一頁（平二五）参照。
（
（（）民法（債権法）改正検討委員会編『債権法改正の基本方針』別冊ＮＢＬ一二六号一三六頁以下（商事法務、平二一） 。
（
（（）奥田昌道「 改正への視座─『債権法改正の基本方針』を検討して」ＮＢＬ九 〇号一七 平二一） 。なお、「債務不履行による損害賠償 規定は、中間試案、現行民法のいずれがわかりやすいか」という元裁判官への質問に対する回答でも、 「帰責事由という文言を残しながら、帰責事由の有無は契約 リスクを引き受けていたか否かという、契約の趣旨で決めると中間試案（概要付き）には書いてある。どうも言葉は残すが、内容は違うよ、といいたいらしい。しかし、その意味は何なのか。契約でリスクは引き受けな という趣旨をいえば、無過失責任になってしまうのか。この説明からは明確でない。端的にいってしまえば、改正目的を明示することなく、ごまかしが入っているから、説明がわ りにくいのではないか。現行法で、過失責任という枠組みがどのように動いているのかいないのかを調査したうえでの改正提案だとは思われない。 」との意見や、 「 では、帰責事由の言葉を残したうえで 内容を変えようとしているよ であるが、無過失責任化の必要があるなどということは聞いたことがない。新規な提案ではあるが 何 根拠があっての改正かわからないような改正はやめたほうがよい。 」 の意見や、 「中間試案（概要付き） 述べられて るように、 『債務の本旨にしたがっ 履行』という言葉を削除し、帰責事由 内容を、 『当該契約の趣旨』 よっ 『債務者がリスクを負担すべきだったと評価できるか否かによって免責の可否を判断する』という方向に変えるのであると れば、今回の債権法改正は大きな問題とな であろう。とりわけ、実務としてど うに対処するかが課題となる で か。 」との意見があ （遠藤賢治＝加藤雅信＝大原寛史「 〔インタビュー調査報告書〕債権法改正─元裁判官は、こう考える─」名学五〇巻三号 三 頁以下〔平二六〕 ） 。
（
（（）商事法務編『民法（債権関係）部会資料集第二集〈第三巻（上 〉 』二六四頁以下（平二五 。水口弁護士は、 「もし、 『契約において債務者が引き受け いた事由』に改正された場合には、 『契約時には想定できなかった』とする免責の主張が許されることになりそうである。つまり、このような改正 よ 、安全配慮義務 ついて免責の主張が広がる可能性 ある。 」
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と指摘する（水口洋介「労働法から見た民法（債権関係）改正について─労働者側弁護士から見て─」季労二二九号三六頁〔平二二〕 ） 。
（
（（）法制審議会は無過失責任の採用を肯定していないが（例えば、潮見佳男「損害賠償」法時八六巻一号五九頁以下〔平二六〕 ） 、加藤教授は、中間試案も「債務不履行の当初提案（民法（債権法）改正検討委員会の提案……筆者注）を維持するものであり、現行民法を変更しようとするもの」と解されているので（加藤雅信「 『中間試案』に対するパブリックコメント提出意見」一二頁〔平二五〕 ） 、債務不履行責任の無過失責任化が中間試案も維持されていると解されることになろう。なお、加藤教授は、法制審議会民法部会事務局が、債務不履行責任に関し「過失責任から無過失責任への転換をはかろうとし いる」と指摘し、その理由は、 「アメリカが厳格責任を採用」してい 「無過失責任はアメリカを頂点 する英米法的な考え方」であり、こうした考え方に同調し「 『自由の確保』から『約束 絶対』への転換をはかろうとす 」こと あるからであると指摘されている（加藤雅信『民法（債権法）改正─民法典はどこに行くのか』一二三・一二四・一三九頁〔日本評論社、平二三〕 ） 。また、半田教授も、民法（債権法）改正検討委員会 、 「契約において債務者が引き受けた事由によることが損害賠償の要件」と提案しているが、これは「厳格責任主義による趣旨」で「 主義」がとられているこ を指摘しており（半田吉信「危険負担制度廃止論批判」千葉二五巻二号五三頁〔平二二〕 ） 、中間試 においても帰責事由概念 内容変更して民法（債権法）改正検討委員会 案を継承してい ことから同様の評価 なろう。
帰責事由を「債務者の故意・過失または信義則上これと同視すべき事由」と解する伝統的通説に反対し、契約の拘束力か
ら債務の不履行があれば損害賠償責任を負 のが原則であり、 帰責事 不存在」を例外的に債務不履行 の免して考慮する近時の有力説からは、免 事由を 不可抗力（契約類型上の危険分配あるい 特別 約定された危険分配 枠を超えた障害）が認められる場合及び債権者に圧倒的な過失がある場合に限る す 説（潮見佳男『プラクティス民法
　
債
権総論』一一四頁以下〔信山社、第四版 平二四〕 ）などが主張されてきた。 うした は、単に であったことを証明するだけでは免責が認められないとす 点に特徴があり、換言すれば 無過失であっても債務不履行責任を負う結果となることからも、中間試案の立法提案は債務不履行責任の無過失責任化を図るものと解 ができよう。なお、潮見教授は、「無過失責任」を採用したと批判することを「学理的思考を理解しない根拠のない批判」とされるが（潮見・前掲一一一頁） 、平井教授が指摘されるように「 『無過失』責任に近い （平井宜雄『債権総論』八〇頁〔弘文堂、第二版 平六〕 ）と う結果
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になっていることは認めざるをえないのではなかろうか。淡路教授も、近時の有力説が帰責事由の不存在を「不可抗力」と解することに関し、 「不可抗力」は無過失と同義でなくそれよりも限定された事由と解しており（淡路剛久『債権総論』一五〇頁〔有斐閣、平一四〕 ） 、無過失免責主義から不可抗力免責主義に変える以上、不可抗力とは言えない無過失の場合は債務不履行責任が問われるから、無過失でも責任を負わされるとい 意味で、結果的に無過失責任が実現されているということは指摘できよう。
小林一郎「民法四一五条後段『債務者の責めに帰すべき事由』 （下）─わが国の契約実務の検証と履行障害免責の日米比
較」ＮＢＬ一〇 七号六二頁以下（平二五）によれば、現代 米国契約法は、 「債務者が履行障害免責を受けることができるための要件として、①債務者が障害事由の発生を契約上リスクとして引き受けていないこと、②かかる が発生しないことが、契約上の前提条件となっていたこと、③当該事由の発生によって履行が不能または困難 なったこと、④免責を主張する当事者の責めに帰するこ のできない事由によって生じたことと う四つの要件が示された」とした上で 米国の履行障害免責法理と、過失概念の現代的な理解に沿った形で結果回避可能性に重心を置いた帰責性要件が確立されているわ 国の履行障害免責法理とを対比 、 「契約の拘束力の根拠を契約責任に置く場合には、障害事由に関して、契約締結時において、いずれの当事者がリスクとして引き受けたかを問い、債務者がリスクとして 担したと想定される場合 は、 とえ債務者にとって 回避が物理的に不可能なものであっ としても……、不履行の責任を負わなければなら 。これに対しわが国の場合は、債務者の帰責性（障害回避可能性） 応じ 責任 帰趨が定められる。したがって、債務者にとって具体的に回避不可能な障害については、たとえ、契約締結時にリスクを引き受け いたと解される余地 あったとしても、債務者は責任を負わない。わが国の免責法 のほうが 若干では るが債務者免責の範囲が広い。 」と指摘しており、中間試案のように、 「債 の責めに帰 べき 由」を、 「故意 過失又は信義則上それと同視すべき事由 解するのでなく、 「契約性質、契約をした目的、契約締結 至る経緯 取引通念等 契約をめぐ 一切の事情から導かれ 契約の趣旨に照らして、債務不履行の原因が お そ リスクを負担すべき立場」にあ たと評価で るか否かによって決せられる 解するならば、債務 にとって障害回避が物理的に不可能なものであったとしても債務者においてそのリスク 負担すべき立場にあ として債務不履行の無過失責任を肯定 分、債務者免責の範囲が狭くな 指摘している点は参考 なる。
なお、法制審議会民法（債権関係）部会で山下友信委員が、 「商法特有の分野として運送の規定などがございまして、ここ
五九〇
を見ると、これは故意・過失という主観的要件を債務不履行責任の発生要件としているわけですね。これは民法の一般原則に対してそれほど特別のことを定めてきたとは考えてこなかったのではないかと思います。例えば、これを、部会資料五─
 
二の三〇ページにある、文言的にいろいろな案が出てい 、その中の不可抗力的な概念で言い換えたりすると、相当今の責任の発生要件が変わってくるだろうと うことでございますし 運送あるいはそれに付随するような補完的な取引を考えると、やはり過失という基準で責任 有無 考える。一つこれはあり得る基準です。最近できる運送関係の条約でもやはりそれに相当する言葉が使われてい ものがあります。それに加え また不可抗力とか、天災その他いろいろまた別の免責事由を具体的に挙げ ということはあると思うのですけれども、故意又は過失というも が全く無意味な概念でも いよう ので、先ほどからの過失責任主義の放棄というふうに一般的に言われるその意味がどこにある か。過失的な要素というのは全く問題でなくなってしまうのか。いや、やはりど かそこへ一つ責任の発生要件として意味が残るの どうか、そこら辺が必ずしも議論を聞いていてよく分からない ころな 、 ろ ろな機会に た御説明をいただければと思います。 」と発言しているが 過失責任主義を放棄される 商法学が大きく混乱をす ことを示唆し ものとして参考に る（商事法務編『民法（債権関係）部会資料集第一集〈第一巻〉 』一四〇頁〔平二三〕 ） 。
（
（（）商事法務編・前掲注 （
（0） 四〇三頁。
（
（（）このことは、法制審議会民法（債権関係）部会の潮見佳男幹事が、 「仮に四一五条に相当する新しい規定で、 『債務者の責めに帰することのできない事由による場合は、この限りでない』 表現が用いられた きには、新法では瑕疵担保責任は過失責任と改まったんだと う誤解 もっ 迎えられるおそ が ります。 うした誤解を生じさせない工夫、あるいは起草段階での確認というの 何らかの形で必要で ないかと思 ます。 」と強調されている からも裏づけられる（商事法務編『民法（債権関係）部会資料集第二集〈第四巻〉 』一二 頁〔平二五〕 ） 。
（
（（）奥田昌道「民法学のあゆみ
　
森田宏樹『結果債務・手段債務の区別の意義について─債務不履行における『帰責事由』 」法
時六七巻一一号七四頁（平七） 。
（
（（）新堂明子「契約と第三者」法時八六巻一号五七頁（平二六） 。同様に、中間試案が損害賠償における過失責任主義や履行補助者論を放棄していると指摘するものとして、山本豊「債務不履行」只木誠＝ハラルド・バウム編『債権法改正 関する比較法的検討─日独法の視点から─』二八三頁（中央大学出版部、平二六） 。
五九一
安全配慮義務に関する債権法改正について（山田）
（
（（）石川博康「 『契約の趣旨』と『本旨』 」法時八六巻一号二九頁（平二六） 。
（
（0）同様の指摘をするものとして、川井信之「中間試案の重要ポイント
　
早分かり解説」ビジネス法務一三巻六号一三頁（平
二五） 。山本教授も、 「契約の趣旨」という概念に関し、 「合意の内容から取引通念に至るまで、性質を異にする様々な考慮要素の総合判断により帰責事由の有無が決まると考えられているようであり、この概念が様々な意見の妥協の産物であ ことを窺わせる。しかし、総合判断というだけでは、判断の透明性や安定性は担保されえない。仮にこの提案が実現するならば、 『契約 趣旨』の判断構造を明確化するという大きな課題が、判例・学説に課せられることになるだろう。 」と指摘される（山本豊「債務不履行法改正論議の行方とそ 中間評価」只木誠＝ハラルド・バウム編『債権法改正 関する比較法的検討─日独法の視点から─』三〇頁〔中央大学出版部、平二六〕 ） 。
（
（（）こうした点を指摘するものとして、鈴木仁志「 『民法（債権関係）改正に関する中間試案』に対するパブリック・コメント」六頁（平二五） 。
（
（（）潮見・前掲注 （
（（） 「損害賠償」六三頁。なお、
 中間試案の立法提案は、 「⑴
 契約による債務の不履行に対する損害賠償の
請求は、当該不履行によって生じた損害のうち、次に掲げるもの 賠償をさせることをその目的とするものとする。ア
　
通
常生ずべき損害
　
イ
　
その他、当該不履行の時に、当該不履行から生ずべき結果として債務者が予見し、又は契約の趣旨に
照らして予見すべきであった損害
　
⑵
 上記⑴に掲げる損害が、債務者が契約を締結した後に初めて当該不履行から生ずべき
結果として予見し 又は予見すべきも となったも である場合において、債務者がその損害を回避するために当該契約の趣旨に照らして相当と認められる措置を講じたときは、債務者は、そ 損害を賠償する責任を負わないものとする。 」という提案であり、また、 「要綱案のたたき台」の立法提案は、 「債務の不履行に対する損害賠償の請求は、その不履行によって生じた損害のうち次に掲げるものの賠償をさせるこ その目的とするも とする。
 ⑴
 その不履行によって通常生ずべき損
害
　
⑵
 上記⑴に該当しない損害であって、その不履行の時点において債務者が予見すべきであった損害（その債務が契約に
よって生じたものである場合にあっては、当該契約の趣旨に照らして債務者が予見すべきであった損害） 」 いう提案である。
（
（（）潮見・前掲注 （
（（） 「損害賠償」六一頁。
（
（（）商事法務編・前掲注 （
（0） 六八頁。なお、 【甲案】と同様に「権利を行使することができる時」 （民法第一六六条第一項）と
五九二
いう起算点を維持するとともに、一〇年間（同法第一六七条第一項）という時効期間も維持した上で、事業者間の契約に基づく債権については五年間、消費者契約に基づく事業者の消費者に対する債権については三年間の時効期間を新たに設けるという考え方があると注記されている。
（
（（）商事法務編・前掲注 （
（0） 七六頁。
（
（（）引用されている
（⑴は、 「
（　
不法行為による損害賠償請求権の消滅時効（民法第七二四条関係）
　
民法第七二四条の規律
を次のように改めるものとす 。不法行為によ 損害賠償の請求権は、次に掲げる場合のいずれかに該当するときは、時効によって消滅する。⑴被害者又はその法定代理人が損害及び加害者を知った時から三年間行使しないとき。 」 （第七 四 ⑴）と立法提案されてい
（
（（）法制審議会民法（債権関係）部会第七九回会議議事録（法務省ＨＰ）において、能見善久委員が、 「実際には契約上の債権については、先ほど御指摘があったように起算点が比較的明確で むしろ、⑴の五年の時効期間のほうが適用されることが多いということ なります。ですから、一〇年が原則だけれども、例外的 五年になるというのでなくて、実際 は五年がむしろ原則で、例外的に権利行使ができ ことを知らなかったときに一〇年になる。これが恐らく消滅時効の実際の姿になるのだろうと思 ます。ですけれども、条文の書き方によって変わっ く かも れませんけれども、そのことが分かりくくて、企業で仕事に携わっている者にとってはともかく、一般の個人に っては分かりにくく、そ ために権利行使の機会を失し しまうというこ があるかもしれないということを危惧し おります。 」と指摘されており（五〜六頁） 、また、中井康之委員が、 「今日、最初に能見先生がおっしゃ れた、基本的に民事の消滅時効は一〇年ということについて、これを五年にしなければならな 理由は何なのかと問われた きに、それ 対し 答えられていない状態ではな か。……また、今回の提案で従前の債権発生の原因を知ったときという言葉を、権利 行使することができるこ を知ったときという言葉に変えることによって、単に原因事実を知っただけではなくて、現実的に当該債権者が権利行使の可能性、場合によっては安全配慮義務であれば、その義務違反の 実を基礎付 よう 事柄を知ったことを要求することによって、決して五年ではないと、行使できるときまで二年、三年あって、その から五年だ それほど大きく短くなるわけでは いという説明等から、ある程度、納得感も得られているのかもしれません。 かし、それであっても、なぜ一〇年を何年 に短くするの ということについて 積極的理由付けが きているの なお疑問が残 ろです。 」と指摘され る（九
五九三
安全配慮義務に関する債権法改正について（山田）
頁） 。さらに、水口弁護士も、安全配慮義務違反の消滅時効が短期化されることを批判し、主観的時効の起算点が明確でない点も批判されている（水口洋介「債権法改正の検討状況（素案）と労働分野への影響」労旬一八一一号三三頁〔平二六〕 ） 。
（
（（）松本克美「時効法改革─労働法との関連で」労旬一八一一号二九・三〇頁（平二六） 。
（
（（）商事法務編『民法（債権関係）の改正に する中間的な論点整理の補足説明』四三〇頁（平二三） 。
（
（0）高橋眞「民法改正と安全配慮義務」社会科学研究年報三九号八三・八四頁（平二〇） 。もっとも、 「必要な配慮をするものとする」との文言の労働契約法五条が判例上の安全配慮義務を認知する趣旨であることは、国会審議（平成一九年 月二日衆議院厚生労働委員会会議録四号 平成一九年一一月二〇日参議院厚生労働委員会会議録六号）及び施行通達（平成
 
二〇・一・二三基発〇一二三〇〇四号）で確認されている。
（
（（）高橋・前掲注 （
（0） 八五頁。
（
（（）高橋・前掲注 （
（0） 八五頁。なお、高橋教授は、以下の規定を「雇用」の節に置くことを主張される（高橋・前掲注 （
（0） 八
四頁） 。すなわち、
「⑴
 使用者は、労務遂行のために設置すべき場所、施設もしくは器具等の設置管理または被用者が使用者もしくは管理者
の指示の下に遂行 る労務の管理ならびに労働継続時間および強度の管理にあたって、被用者の生命および健康等を危険から保護するために適切な措置をとる義務を負う。
⑵
 労務遂行のための場所、施設もしくは器具等を設置・管理し、または労務従事者の遂行する労務について計画もしくは
管理を行う者は、労務従事者との間に直接の雇用関係がない場合でも、⑴
 の義務を負う。
⑶
 ⑴
 ⑵
 の義務は、特約によって排除することはできない。 」
（
（（）毛塚勝利「民法（債権法）改正に労働法学はどう向き合うべきか〜「中間試案」にみる民法雇用関連規定の問題 」労旬一八一一号一九頁（平二六） 。
（
（（）高橋・前掲注 （
（0） 八五頁。
（
（（）大嶋弁護士は、こうした点を指摘し、 「安全配慮義務概念は不法行為規範に取り込まれて、いわば隣 畑で花を咲かせているといった面もある。 」と指摘してい （大嶋芳樹「安全配慮義務判決（最判昭和五〇年二月二五日）を振り返 ─三〇年後の事例報告─」ひろば二〇〇五年三月号六九
五九四
（
（（）拙稿「安全配慮義務における請求権競合問題について」新報一〇五巻二＝三号二九九頁以下（平一〇） 。
（
（（）山本・前掲注 （
（（） 二八三頁。
（
（（）債権法改正は、平成二七年一月頃に部会で要綱案を決定し、二月頃に要綱を法制審議会に答申して平成二七年の通常国会に提出することが予定されており（筒井健夫「債権法改正の動向」ＮＢＬ一〇一六号四頁以下〔平二六〕 ） 、平成二六年七月末までに取りまとめ なされる要綱仮案、ないしは平成二七年一月頃に部会で決定される要綱案に関しては、パブリックコメントを求めることが予定されていない。
（専修大学法科大学院教授）
